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１　はじめに

本論文は、かすかべ未来研究所平成27年度調査

研究事業「市民と行政による協働のまちづくり手法

の研究」における概要をまとめた論文である。よっ

て、詳細については、春日部市ホームページ２に掲

載している研究報告書をご覧いただきたい。

２　調査研究の背景

本市の人口は平成13～15年頃をピークに減少に

転じ、年齢構成は少子高齢化、世帯状況は単身・高

齢世帯の増加という傾向が続いている。財政も依然

として厳しい状況にある中で、税収の伸び悩みや地

域経済の活力の低下が懸念されている。

このような中、防災・防犯・保健・福祉をはじめ

とする様々な分野において、地域が取り組む課題は

大きくなる一方であり、それに従い、行政や市民、

地域コミュニティ３、ＮＰＯ等との連携や協働によ

る自己解決力が必要になってきている。

平成26年度に本市では、市の現状・まちづくり

の課題を把握し、今後の市政運営に活用するために、

市民意識調査を実施した。その結果、市民の生活実

態として「この１年間に地域の活動（自治会、福祉

活動等）に参加したことがありますか」という問

いに対し、参加したことがある方は、平成23年度

の調査と比較して7.9ポイント減少している。また、

市の取組として「市民協働のまちづくりが進められ

ていると思いますか」という問いに対し、肯定的に

答えた方は、平成23年度の調査と比較して、4.3ポ

イント減少していることが分かった。

いずれの問いにおいても理由に関する設問がな

かったため原因は分からないが、少なくとも市民の

意識として市政やまちづくりへの参加を遠いものと

感じている人が増えている。少子高齢化が深刻化し

ていく状況において、このような地域コミュニティ

をめぐる状況は今後も変化していくことが予想され

る。したがって、これからの時代に即した地域コミュ

ニティの在り方や市民が市政により参加しやすい仕

組みについて検討する必要がある。

３　調査研究体制

全職員を対象に研究員の公募をしたところ４名の

公募があったことから、かすかべ未来研究所研究員

２名と併せ６名で調査研究を行った。

４　調査研究の概要

（１）問題提起

国立社会保障・人口問題研究所における本市の将

来推計人口を見ると、平成27年の233,459人に対

し、25年後の平成52年には184,795人となり、約

５万人の人口が減少するという推計が出ている。

また、高齢化の推移を見ると、平成32年、今か

らわずか５年後には前期高齢者（65歳～74歳）と

後期高齢者（75歳以上）の比率がほぼ等しくなり、

さらに10年後の平成42年には全体の20％、つまり

５人に１人が後期高齢者になるという予測になって

いる。

このような中、地域コミュニティをめぐっては市
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民の意識も変化してきている。調査研究の背景でも

触れているが、本市が実施した市民意識調査では、

「地域活動への参加」や「協働のまちづくり」への

意識が低下してきていることが分かる。

さらに、地域コミュニティの代表である自治会の

加入率も低下傾向にある。自治会加入率低下の原因

を分析すると、加入世帯数自体はずっと横ばい傾向

で推移しているが、未加入者世帯が増え続けており、

約35,000世帯にものぼることが分かった（図表１）。

そこで、本調査研究では、自治会加入率の低下そ

のものよりも未加入者世帯が増えていることを問題

視した。

図表１　自治会加入率と世帯数の推移
 

自治会は任意団体であり、未加入者は自らの意思

で加入していないとはいえ、加入しない理由は様々

であり、約35,000世帯もの人が地域運営から除外

されていることは問題である。　

また、未加入者が増えることで生じる問題として、

フリーライダーの増加がある。フリーライダーとは、

活動に必要なコストを負担せずに利益だけを受ける

者を指す。自治会が開催する祭りやイベントなどの

親睦事業にのみ参加するといったケースである。フ

リーライダーが増えることで、加入者の中にも「真

面目に自治会費を払っているのがばかばかしい」と

感じ、退会者が増えることが懸念される。

これらの社会情勢、意識の変化は、地域に対しど

のような影響を与えるのか。社会情勢の変化と個人

意識の変化が相まって、地域では、役員の高齢化・

固定化、担い手不足、負担の増大などの課題が挙げ

られており、地域コミュニティの弱体化につながっ

ている。 

現在行っている活動を20年後に同じようにでき

るかを考えた場合、不安を抱く地域が多いのではな

いだろうか。そこで、これまでとは違ったアプロー

チを地域にしていく必要があると考えた。

（２）問題を解決するための方策

【地域に枠をかける】
図表２は昔と現在の自治会構成を簡略化したイ

メージ図である。

図表２　自治会構成の変遷イメージ図
 

自治会は昔であれば地域のすべての世帯を会員と

して地域運営の役割を担っていたが、現在では加入

率の低下が全国的に問題視されており、春日部市に

おいても平成26年度時点で65.4％まで低下してい

る。春日部市では総合振興計画後期基本計画におい

て、平成29年度末までに自治会加入率70%、自治

会加入世帯数70,000世帯を目標に取り組んでいる。

したがって、自治会加入率を向上させることは重要

である。

しかしながら、例え自治会加入率が70％に向上

したとしても、相当数の未加入世帯が存在すること

になる。現状の自治会というものはその制度上、加

出典）春日部市自治会加入促進実施計画より作成
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入世帯と未加入世帯の区別がはっきりし過ぎており、

未加入世帯が地域活動の対象から外れている。しか

し、加入しない理由は世帯ごとに様々であり、未加

入世帯のすべてが地域に無関心であるとは限らない

のである。

この未加入世帯も含めた地域のすべての人が手を

携え、まずは全員がまちづくりの対象者（当事者）

とすることが必要である。そのためには、自治会よ

りも大きな単位の地域全体に新たな枠をかける必要

があると考える。

【地域のプラットフォーム４の構築の必要性】
一般的にコミュニティを論じる場合、「地域コミュ

ニティ」と「テーマコミュニティ５」の２つがある

と言われるが、本市では市民活動団体の数が著しく

増加しており、越谷市や草加市と比較しても、突出

して数が多い。また、県内のNPO法人数も年々増

加しており、平成26年には2,000団体を超えている。

地域コミュニティが弱体化しているというマイナ

ス要素がある一方、テーマコミュニティの増加とい

うプラス要素もあるのである。

本調査研究では、このような地域のマイナス要素

（課題・ニーズ）とプラス要素（支援・人材）が一

つの場に集まる「地域のプラットフォーム」が必要

であると考えた（図表３）。

図表３　地域のプラットフォーム イメージ図
 

そして、プラットフォームの体系を検討する際に

は、①様々な主体の参加、②団体間の横の連携、③

緩いつながり、④やらされ感・強制感の排除、⑤管

轄範囲、⑥行政の関わり方といったポイントを重要

視して調査研究を行った。

（３）提案内容

現在、地域のプラットフォームの一類型として、

地域コミュニティの強化や地域の自己解決能力向上

を目的とした協議会型住民自治組織の構築に取り組

む自治体が出てきている。本調査研究でも、先行し

て取り組む千葉市の地域運営委員会について視察を

行っている。これらの先行事例を参考に検討し、本

調査研究で提案するのは小学校区を一つの単位とす

る「みらい会議」の開催である。

この「みらい会議」が小学校区のすべての人を対

象とした地域のプラットフォームであり、誰でも自

由に参加できる場となるのである。

地域においては、自治会加入者と未加入者という

はっきりとした線引きが存在するが、小学校区とい

うまとまった地域に対し大きな枠をかけることで、

自治会加入者、未加入者はもちろん、既存団体や企

業など地域のすべての人をまちづくりの当事者にす

ることができる。

そして、人が集まり、何かを始めようとする時は、

必ず共通した目標が必要になる。地域の中には実に

様々な年代・職業の人が生活しており、当然考えて

いることも様々だが、「自分が生活している地域が

より良くなって欲しい」という想いは誰もが共通し

て抱くものである。みらい会議では、この「自分た

ちの地域がより良くなって欲しい」という共通目標

のもと、多様な活動が展開されることになるのであ

る。

また、地域の中には様々な団体が存在するが、こ

れらの団体は縦割り社会の中で個別に活動している

のが現状である。この縦割りの構図が既存団体の負
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担を生んでいる原因と考えた。そこで、みらい会議

という地域のプラットフォームに各団体が集まるこ

とで、課題や情報の共有をすることが出来るように

する。

図表４の右側はみらい会議設立後のイメージであ

る。

図表４　既存団体とのつながり イメージ図
 

みらい会議はあくまで住民や団体同士のつながり

や横の連携を生み出すものであって、既存団体自体

の統廃合を目指すものではない。イメージ図では横

のつながりを持つことで、それぞれが補完しあうと

いうことを示している。活動領域が重複している団

体がある場合、単独で活動するよりも協力して活動

する方が効率的に活動をすることができるかもしれ

ない。また、違う活動領域を持つ団体同士が情報共

有し、協力して活動することにより、今までよりも

幅広い活動ができるかもしれない。

このように既存団体が横のつながりを持つことで、

それぞれの団体の負担軽減や効率的な活動が期待で

きる。

さらに、団体同士が情報を共有することにより、

地域に埋没してしまう可能性があった課題を拾いあ

げ解決に導く可能性が増す。要するに地域の課題解

決能力が向上するのである。

みらい会議は地域住民が主体となり、20年後、

30年後も持続可能な自立した地域運営を目標とす

る。そのため、基本的には財政面においても行政に

頼らない自立した体系を地域で構築することが求め

られるが、みらい会議の取組をより強力に推進する

ため、市は導入期、発展期、円熟期の各段階におい

て地域の実情に即した支援をしていくこととする

（図表５、６）。

図表５　みらい会議の実施スキーム
　 

図表６　市の支援内容
 

【導入期】
みらい会議の推進において最も重要なのは導入期

である。みらい会議は地域住民が主体的に様々な活

動を行う場であるので、地域住民の意識醸成が大切

である。そのため、導入期では市が用意したファシ

リテーターを地域に派遣し、みらい会議の進行をす

ることとする。ファシリテーターの仕切りのもと、

みらい会議に参加した地域住民の間で「面白そうだ

から参加してみよう」、「試しにやってみよう」といっ

た意識を醸成することがねらいである。
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みらい会議では「自分が生活している地域がより

良くなって欲しい」という共通目標のもと、まずは

「自分たちの地域が今後どのようになっていって欲

しいか」、「自分たちの地域に足りないものは何か」

という基本的なことから地域を見つめ直すことが、

第一歩となる。 

堅苦しい会議ではなく楽しみながら、日頃の生活

で感じることや思うことを地域住民同士で共有する。

この話し合いを続けていく中で、少しずつ顔の見え

る関係性が築かれていき、人と人とのつながりが広

がっていくものと考える。

したがって、この導入期はこの取組の土台づくり

となる、地域の盛り上がり、機運を高めていく最も

重要な段階と位置付けている。

【発展期】
発展期では活動の実践を行う。導入期に話し合っ

てきた地域としてやりたいことを実行に移していく

段階である。実行に移していくことでみらい会議が

「話し合いの場」から「課題解決の場」であったり、「自

己実現の場」であったりと様々な要素を包含する場

になっていく。当然、地域（小学校区）ごとにやり

たいことは違うので、この発展期から地域（小学校

区）ごとの個性が発揮されることになる。

活動にあたっては「負担感」にならないよう、で

きる人ができる時に実践していくことが大切である

と考える。

【円熟期】
円熟期はみらい会議の運営が安定化し、地域が協

働してまちづくりを行っていく段階である。運営が

どのように安定化されるかのイメージを図表７に示

す。

図表７　みらい会議　運営の安定化イメージ
 

ある組織の運営が安定化するには、その組織が停

滞することなく、常に活性化していなければならな

い。そして、組織が常に活性化するには、絶えず新

たな人的交流を組織の内外問わず行っていく必要が

ある。組織の担い手が固定化してしまうと、アイデ

アもじきに枯渇してしまい、活動自体も固定化して

しまうだろう。新しいアイデアというものは常に新

たな交流によって、また、よそ者の視点によっても

たらされると言われている。したがって、組織自体

が常に新陳代謝を繰り返していかなければならない

のである。 

そうは言っても、組織の運営に当たっては、常勤

となるような核となるメンバーも絶対不可欠である。

このような組織運営に当たる強いつながりと新たな

アイデアをもたらす弱いつながりを融合させること

で、組織は活性化し、運営も安定するものと考える。

組織が安定化することで、より大きな地域課題の

解決にも当たることができるようになる。今後、少

子高齢化の進展とともに厳しい行政運営が懸念され

るなか、地域の課題やニーズはさらに多種多様なも

のになると思われる。公平性・公正性に縛られ行政

だけでは対応できない地域独自の課題に対し、みら

い会議は行政と協働しながらこのような課題に対応

していくことができるのである。

出典）飯盛義徳（2015）「地域づくりのプラットフォーム」（学
芸出版社）を参考に独自に作成
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５　期待される効果

各小学校区単位でのみらい会議を実施していくこ

とで、①地域の担い手確保、②地域の主体性の強化、

③地域の個性発揮、④地域への愛着増進、⑤市の歳

出削減、⑥地域ニーズの発見、⑦既存団体の負担軽

減といった効果が期待でき、20年後、30年後も持

続可能な自立した地域運営が可能になると考えてい

る。

６　まとめ

地域づくりには特効薬はない。

これは約１年間の調査研究を通して感じた実感で

ある。「これさえやっておけば、地域は活性化する」

というものは無いのである。しかし、さまざまな処

方箋はある。

本来、何か課題があった時には対話を通してしか

解決は図れないはずである。 しかし、逆説的では

あるが、現状はこの対話がないからこそ様々な課題

が地域に出ていると考えた。現実的にすべての人と

対話をするのは不可能かもしれないが、対話の扉は

常に開いていなければならない。 

本調査研究では、市民と行政による協働のまちづ

くり手法として、対話を重視した各小学校区単位で

のみらい会議の設立を提案した。

・誰でも

・自由に

・参加できる場

以上の３点を採り入れた地域のプラットフォーム、

それが「みらい会議」である。

この取組を、まずはモデル地区から働きかけ、徐々

に全小学校区に対して導入を図っていくという目標

を掲げた。モデル地区から行うことで、得られる知

見や改善点を他の地区に反映させようと考えた。

取組の効果は、５年間に２回実施している春日部

市市民意識調査において検証することを想定してい

る。その際に市民参加や市民協働に関する調査項目

において市民意識の変化をチェックし、状況に即し

た見直しを加えていくことが必要であろう。

将来的には市内全24小学校区でみらい会議が設

立され、このような対話を主体とした取組（処方箋）

を進めていくことで、市民と行政による協働のまち

づくりが進むことを期待する。
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